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概要

●各種の担保制度の中でも､ とりわけ利用形態や問題状況が急速に変化しつつある債権担保及び動産担保を取り上げ､
　その効力が争われたケースにおける議論状況についての最新情報を提供しています｡
●関係判例を類型的に整理 ･分析｡ 実務に役立つ事例や関連情報が容易に検索できます｡ また､ 裁判実務の現状や結論に
　到達するまでの理論を明らかにするとともに､ そこに伏在する問題点を指摘して将来の展望についても言及しています｡


